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きなかった。中国との新「日中漁業協定」で
は、東シナ海の大部分が旗国主義（取締り等は
漁船の旗国が担う）で管理する水域とされ、か
つ尖閣諸島のある北緯27度以南の水域は、実
質的に「公海」状態のままとされた。
これに加えての「日台民間漁業取決め」締

結により、尖閣諸島の領海を除く北緯27度以
南の「法令適用除外水域」等では、台湾漁船
も自由に操業できるようになった。二重の苦
しみに直面した沖縄県の反発は強く、沖縄県
議会は「日中漁業協定と同じく、地元に対し
て何ら説明がないまま地元の頭越しに締結」
され、「台湾側に大幅に譲歩した内容で、好漁
場の縮小が余儀なくされる」との意見書を全
会一致で可決した。全国有数のマグロはえ縄
漁船団が根拠地とする宮崎県でも、漁業協同
組合連合会が抗議した。
日中が関係する水域では、日本の大中型まき

網漁船や沖合底びき網漁船などが漁場を追わ
れ、日中台が関係する水域では、日本のマグロは
え縄漁船や深海一本釣り漁船などが漁場を追
われている。日本が主張するEEZは、日本の漁
業者からみれば「砂上の楼閣」なのだ。

ロシア・ウクライナ戦争の影響
日本の漁業者が漁場を追われているのは東

シナ海だけではない。ロシア・ウクライナ戦
争の影響が日本にも及んだことで、日ロの漁
業交渉にも歪が生じている。
ロシア外務省は2022年６月、「北方四島周辺

水域における日本漁船の操業枠組み協定」に
基づく安全操業事業（協定の履行）を「中断」す

尖閣諸島「国有化」から10年
日本の「国境」が喧しい。2022年２月から

のロシアによるウクライナ侵攻は、北方領土
問題を抱える日本を揺さぶっているし、３月
には北朝鮮の弾道ミサイルが青森県沖の日本
の排他的経済水域（EEZ）に「落下」して、東
北の漁業関係者の肝を冷やした。
そして８月には、中国が「重要軍事演習」

を実施。大陸からミサイルが多数発射され、
内５発が東シナ海南部の日本のEEZに「落下」
した（防衛省「中国弾道ミサイル発射について」
令和４年８月４日）。付近は沖縄の漁業者がマ
グロやマチ類を漁獲する優良漁場であり、中
国のミサイルが日本のEEZに「落下」した初
のケースは、休漁という形で日本漁業に具体
的な損害を与えた。
年初からのこうした喧騒は、勿論、今年９

月が尖閣諸島「国有化」から10年の節目であ
ることとの因果関係を有しないものの、焦燥
感を増幅させることには作用した。2012年の
尖閣諸島「国有化」は、中国公船（現在は中国
海警局の「海警」）が尖閣諸島の領海・接続水域
に侵入を繰り返す契機となり、今日では「常
駐」するような状況をもうみ出している。

東シナ海における漁業権益の縮小
「国有化」に対しては、中国だけでなく台湾
も激しく反発し、中台連携の阻止に動く日本
政府は「日台民間漁業取決め」締結（2013年）
を決断、台湾に尖閣漁場を開放した。
台湾への「譲歩」は、新「日中漁業協定」

に苦しめられている漁業者にとっては看過で
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ると表明。水産庁も同月、「日ロさけ・ます漁
業交渉」に基づくロシア水域での日本漁船の
操業条件交渉を「見送る」とした。前者は９
月末に「操業可能」とされたが、先行きの不
透明感は拭えていない。
ロシアとの関係悪化を受けて、不漁に悩む

サンマ漁業でも、公海漁場への最短ルートがロ
シア関係水域であった場合、日本漁船は時に
拿捕や臨検を恐れて遠回りを余儀なくされる
といった影響がでている。
北洋を舞台に活躍した北転船の撤退（2015

年）や、ロシア水域でのサケ・マス流し網の禁
止（2016年）といった国際情勢の変化に「鍛えら
れてきた」はずの漁業者も、次々やってくる
大波に苦労を重ねている。

日本漁業の全方位的な苦しさ
日本海でも、中国や北朝鮮のイカ漁船が日

本のEEZ内にある大和堆で「違法操業」を繰り
返した問題があった。2019年漁期に水産庁が
退去警告した外国漁船は延べ5000隻を超え、
2020年漁期でも延べ4000隻を超えた。
太平洋側でも北海道・東北の沖合には、日本

のEEZのすぐ外側で外国漁船の操業が続いて
おり、漁業者からは来遊資源への影響を懸念
する声があがる。東京都小笠原村の沖ノ鳥島
については、中台が「岩」として日本のEEZ
は無効とする主張を展開し、海洋調査船や漁
船を侵入させるケースもあった。
こうした日本漁業の全方位的な苦しさの背

景は単純ではないが、EEZの相互未承認問題
は小さくない問題として指摘できる。日本は
尖閣諸島、竹島、北方四島を巡る問題を抱え、
ロシアとは平和条約すら未締結であることか
ら、建前では「南樺太」の取り扱いも定まっ
ていない。北朝鮮とは国交すらない。日本が
EEZを主張しても、こうした状況では相互承
認が難しいことは明白であろう。

EEZの「境界は未画定」
外務省は2022年６月、東シナ海の日中中間

線付近において中国が一方的に開発を進めて
いる油ガス田に新たなプラットフォームが増
設されたことを確認し、懸念を表明した。し
かし同時に、外務省は東シナ海で「中国側が
我が国の中間線にかかる主張を一切認めてい
ない」ため、「排他的経済水域及び大陸棚は境
界が未画定」との認識を示す。
既述した、中国のミサイルが東シナ海南部

に「落下」した問題でも、中国は日本のEEZ
を「受入れない」と主張。そのため日本政府
は、「境界を画定するにあたっては、中間線を
基に境界を画定することが解決になる」とし、
「わが国は東シナ海を含め、境界が未画定な海
域では少なくとも中間線から日本側の水域に
おいて、わが国が主権的権利及び管轄権を行
使できる」（2022年８月５日午前の松野博一官房
長官記者会見）と重ねて表明した。
増設油ガス田付近では、長崎県の大中型ま

き網漁船が、さっそく中国海警（警察船）から
操業を妨害されている。ミサイル問題では与
那国町の漁業者が書き入れ時に休漁を強いら
れた。「国境」が不安定化する中で、漁場確保
と産業維持は簡単ではなくなってきている。
「国境」問題は、米中の覇権争いやロシアに
よるウクライナ侵攻等も絡み、外交的な出口
は予測が難しい。しかし、「国境産業」である
日本漁業の苦境は目に見えている。就業者の
減少で漁業者が発する声が小さくなるなかで
も、食料安全保障としての漁業の公共性を評
価し、「国境産業」をいかに守るかを議論して
いく必要があろう。
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